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WG-IV「産業への影響」に関するワーキンググループ 

浅野 敏之・高橋 忍

1. 調査研究の視点

2018 年度，内閣府中央防災会議は，「大規模噴火時の広域降灰対策検討ワーキンググループ」

を防災対策実行会議の下に組織し検討を開始した。これは，富士山の大規模噴火を想定した場合

に，都市機能が高度に集積した広域首都圏において火山灰降灰が国民生活や社会経済活動に与え

る影響予測と応急対策を調査するものである。富士山噴火を想定した降灰の産業への影響につい

ては，富士山で低周波地震が多発する時期に実施された関谷・廣井(2003)や熊谷(2002)の研究が

ある。関谷らは，首都圏周辺のライフラインを維持・運営する電気・通信事業者，製造業者，サ

ービス業者，交通・物流事業者などを対象に，降灰被害があった場合にどのような社会経済的影

響が生じるのかの聞き取り調査を実施した。熊谷は，工学的視点から富士山噴火の都市交通・産

業活動への影響シミュレーション・予測方法の開発に目的を置いた研究を行った。両者の研究は，

降灰被害がどれだけ・どのように影響していくかを考察した貴重なものであるが，富士山が現在

噴火活動を行っていないため，大規模降灰による被害形態や災害事象を実態として把握できない

限界がある。冒頭の中央防災会議による降灰被害の具体例の検討の多くも，桜島に近接する鹿児

島市・鹿児島県の降灰被害例に基づいている。換言すれば，わが国の火山降灰に対する防災研究

に，鹿児島大学における研究活動が大きな関心を持って見守られていると受け取ることができる。 
本ワーキンググループ（WG-4)は，産業全般に対する大規模火山噴火による降灰の影響調査を

目的とする。現代の産業は，半導体など清浄な環境を必要とする高品質部品・素材を生産してお

り，また交通・通信体制も複雑なサプライチェーンを保障する高度なものとなっている。降灰影

響予測を行うにあたって， このような先端的動向の考察も重要であるが，前出の首都圏における

研究とは異なる鹿児島県という地域に立脚した視

点も十分に考慮しなければならない。

総理府統計局による 2019 年の社会・人口統計に

よれば，鹿児島県の第 1 次産業就業者比率は 9.3%
で全国 7 位に位置する。農業産出額においても，

2017 年時点で，5000 億円と全国 2 位であり，有

数の農業県と言える。わが国で第 2 次産業比率の

高い県は，第 1 位の富山県を除けば，第 2 位以降

は順に滋賀，静岡，岐阜，愛知と東海道沿線の県

であり，上位 10 位内に入る群馬，栃木など北関東

の県と言える。本県の第 2 次産業就業者比率は，

19.1%で 47 都道府県中 43 位である。さらに本県
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では，機械や電気等の製造業よりも食肉加工業や焼酎などの飲料工業の比重が大きく，これらは

もともと農畜産業から得られた加工産業である。すなわち，わが国有数の一次産品の生産基地で

ある鹿児島県で降灰が産業に及ぼす影響を調査する場合には，首都圏を対象とした調査研究とは

異なり，農業をはじめとする第 1 次産業に対する影響に大きな比重をかける必要があると考えら

れる。

他方，道路・港湾・空港による物流，上下水道，電気，通信等のライフライン，工場・病院な

どの施設に対して，降灰が与える影響に関する調査検討は，前述のように桜島という現在活動す

る火山を持つ地において，国の内外を問わず適用できる有用な知見が得られよう。また，こうし

た物流やライフラインは，農・畜・水・林産業の活動を支えているものでもあり，その意味でも

本 WG の調査検討項目の対象にすべきと考えた。なお，降灰が道路交通に及ぼす影響については，

WG-III の交通ワーキンググループで調査を実施しているので，本 WG では対象外とした。 
調査・検討の内容は，桜島大正噴火級の大規模噴火が発生した場合の，被害想定，防災・減災

対応，復旧対応などの検討であり，これによって地域防災計画の策定や，被害を最小限に抑え産

業活動を速やかに回復していく事業継続計画の構築に資する成果となることを目指すものである。 
鹿児島県は，図-1 に示すように本土に桜島と新燃岳を有し，離島にも複数の火山を有している。

鹿児島市，垂水市は桜島から半径 10km 圏内に所在し，火山灰の影響を大きく受ける。鹿児島空

港は双方の火山の影響を受けやすい位置に所在する。

２．農林水産業への影響 

2-1 それぞれの産業への影響評価

2-1-1 農業

本調査では，鹿児島市，垂水市を中心に聞き取り調査を行った。農業従事する環境として，農

事組合法人と小規模な家族で営むような農家で分類することができる。農事組合法人においては，

広域な農場を主体として作物の栽培を行っていることが多く，栽培している作物も多岐にわたる。

一方，小規模な農家では栽培を行うことで収入を得ているが，年配の従事者は年金を受給しなが

ら副業的な農業を行っており，収入は比較的安定している。そのため，火山灰による影響で商品

価値を損なった場合は親戚や周辺住民に配布するなどして対応するため，噴火による影響に対し

ての意識は非常に低かった。また，今後大規模噴火があったとしても廃業することに対して抵抗

感はない従事者が多かった。一方，若手の農業従事者に多く見られるのが，廃業した農家から安

く農地を借り入れ，質の良い作物を作り，さらにその製品を他にない商品に加工して，商品とし

ての収益を得る新しい形の農業である。そもそも農業だけでは生活することが困難であることが

念頭にあり，作った作物を安い価格で販売するより同じ商品に手間をかけることで，数倍にもな

るとのことであった。このような若手の農業従事者においては商品価値が特に重要になるため，

降灰による影響は甚大であり，日常的にも降灰に関しては気をかけていることが分かった。特に

大規模な降灰があった際には 1 日に複数回の散水により降灰を除去している。これは降灰を完全

に取りきることは困難であり，散水によりきれいになったとしても周辺から舞い上がる火山灰が

また作物に付着することも多いためである。ブロアー等の利用は，根本的な問題の解決には至ら

 



ないため，使用することは少ない。

 降灰の影響を減らすために，活動火山周辺地域防災営農対策事業等の補助を利用し，被覆施設

の設置を促進しているが，被覆施設への降灰で受光量が低下し，品質や収穫量が低下する被害も

ある。通常は被覆施設の降灰は，散水や払落しによる除去を行って対応している。 一方，火山

ガスによる影響で露地栽培されている植物の葉や実が枯れ，商品価値がなくなってしまうことも

ある。また，被覆施設から出荷する際にも火山ガスの影響を受けることがあると報告されている。

2-1-2 畜産業

平成 29 年度における鹿児島県の農業産出額の部門別構成比は，米・野菜・果実・花き・工芸農

作物等を含む耕種部門が 34.4％に対して，牛・豚・鶏などの畜産部門が 63.2%を占める(鹿児島県

農政部，2019）。そのうち，肉用牛のうちの肉用種の飼育頭数，豚の飼育頭数はいずれも全国 1
位，ブロイラーの飼育羽数は 2 位であり，本県における畜産業の重要性は極めて高いと言える。 

降灰による畜産への影響は，畜舎の空調・温度調節機能の阻害，牛・豚・鶏へのストレス，畜

舎への降灰荷重，降灰による飼料・えさの供給路の遮断，排泄物等の処理・運搬，土壌への影響

等が考えられるが，県農政部畜産課のヒアリングからは，大正噴火級の降灰量ではともかく，通

常のドカ灰では大きな影響はないとの回答であった。牧草など飼料作物については，降灰や火山

ガスによって，変色や茎葉の枯死などの影響があるが，降灰時には迅速に牧草を刈り取ることで

対応している。火山灰が多量に付着した飼料作物の給与は控えることになるが，大規模畜産業者

は，牧草を他所から購入することが多いため，降灰被害にあまり関心が無いとのことである。鹿

児島県畜産試験場では，桜島降灰が飼料作物に対する直接的影響や降灰付着が搾乳牛の飼料採食

量に及ぼす影響について研究した例がある(黒江ら;1979，賞雅ら;1981）。降灰による牧草の収穫

量の減少や，牛の肥育量の減少については，県畜産試験場で検討を行った例はあるが，定量的に

評価までには至っていない。

2-1-3 茶業

茶業は農業と比べると早い時期から法人化がなされており，組織化がうまくなされている。野

菜を収穫してそのまま販売することが可能な農作物と異なり，必ず加工する工程が必要であるた

め製品となる段階での火山灰の混入は絶対にあってはならない。降灰により葉に火山灰が付着す

ることで光合成ができなくなり，それだけでも商品価値が下がってしまう。さらに，商品を問屋

に納品する際，ランダムにチェックがなされ，少しでも火山灰の混入があった場合，その商品は

返品されてしまうため，普段はスプリンクラー等を使い，畑で入念に洗浄している。さらに収穫

後，工場でも入念に洗浄を行うことで，火山灰が持つ硫黄臭も除去できる。しかしながら，洗浄

にあたってはスプリンクラーのノズルに火山灰が詰まることや，地下水利用で水道代は不要とし

ても，燃料費，修繕費，人件費のコストがかかる。また，収穫用の機械の刃は火山灰が混入する

影響もあり，他県と比較しても早い段階で刃こぼれしてしまう。

鹿児島県では，火山灰対策としてサイクロン式吸引洗浄装置（図-2）の購入に補助を出してお

り，複数の茶業者が購入して活用している。サイクロン式吸引洗浄装置は，前方の異物収集部と

後方の洗浄部で構成される。異物収集部では，茶株面上の異物を稼働ブラシで剥離・浮遊させ吸

 



 

引し，サイクロン方式で固気分離する。洗浄部では，送風ダクトと散水ノズルにより異物を洗い

流す。散水圧力を 2.0MPa にすることで，新芽に付着した桜島降灰を 60～75％程度除去可能であ

る。

2-1-4 林業・水産業

その他産業として鹿児島県で多いのが，林業，水産業である。林業においては，火山灰の影響

による被害は，現状の降灰レベルであれば大きな影響はない。一般的に降灰による光合成ができ

ないことによる生育不足も懸念されるが，非常に長い期間かけて育てるため，その影響は茶業な

どに比べ非常に小さいと言える。木材を伐採する際に機具に火山灰が混入することは想定される

が，他県の消耗具合と比較してもその差はなく，火山灰よりも木材を伐採時に発生するおが屑の

影響が大きい。

 水産業においては，火山灰の影響で収穫が減った等の被害はほとんどない。鹿児島県の漁業は

多くが沿岸漁業か養殖業であり，船舶航行には火山灰の影響はない。また，軽石等が船舶のエン

ジンに入り込みエンジンが破損したこともない。ただし，養殖生簀に侵入した軽石を誤食するこ

とで，養魚が死んでしまう被害は報告されている。

図-2 サイクロン式吸引洗浄装置 

図-3 桜島周辺海岸への軽石等の漂着物 



 

2-2 火山地域における農林水産業への防災対策

2-2-1 農活動火山周辺地域防災営農対策事業

国は，活動火山周辺で農業を行う個人，団体に対して，昭和 48 年から活動火山対策特別措置法

に基づき「防災営農施設設備計画」を策定し，国庫事業を活用して防災営農対策を開始している。

なお，平成 18 年度からは「三位一体の改革」による県への税源移譲に伴い，県単独事業を主体に

各種国庫事業も活用しながら対策を講じている。本県における「活動火山周辺地域防災営農対策

事業」については以下に内容を記載する。

・活動火山周辺地域防災営農対策事業

対象地域：県本土全域 25 市町（17 市 8 町） 
事業実施主体：市町，農業協同組合，土地改良区または農業者の組織する団体

①原則，農家 3 戸以上が構成員に含まれる団体であり，特定の農家が全体の議決権の過半以上

を占めることなく，事業活動を構成員全体で実施する団体。

②代表者の定めがあること

③組織及び運営に関する規約が定められていること

表-1 活動火山周辺地域防災営農対策事業実施基準 
事業の区分 事業の内容 主な採択基準

降灰地区土壌等矯正
土壌酸度矯正

有機質資材投入

被害激甚地区のみ

対象面積：概ね 5ha 以上 

畑地かんがい施設整備

水源施設，貯水施設，送水施

設，排水施設(散水施設を含

む) 
受益面積：概ね 1.5ha 以上 

降灰地域茶安定対策
茶生葉洗浄施設

摘採前洗浄施設 受益面積：概ね 1.5ha 以上 
1 台あたり総事業費 50 万円

以上

降灰地域たばこ安定対策 たばこ洗浄施設

降灰地域飼料作物確保対策
飼料作物収穫調製用等機械

施設，サイロ，乾燥施設

降灰地域野菜安定対策
被覆施設(被覆資材の更新含

む)，洗浄施設 
【被覆施設の場合】 

受益面積：概ね 3,000㎡以上

(被覆資材の更新除く) 

【露地野菜洗浄施設の場合】 

受益面積：概ね 1.5ha 以上 

1台あたり総事業費 50万円

以上

降灰地域花き安定対策

被覆施設(被覆資材の更新含

む) 降灰地域果樹安定対策



補助率

●被害激甚地域：事業経費の 75%以内

●一般地域：事業経費の 65%以内

●被覆資材の更新は 50%以内(防災営農施設整備計画に位置付けられた市町村のみ)
※被害激甚地域：鹿児島市(旧鹿児島市，旧桜島町，旧吉田町)，霧島市(旧福山町)，鹿屋市(旧輝北

町)，垂水市

※一般地域：被害激甚地域を除く県本土全域

【本事業に対する農業従事者の声】

降灰除去に係る労力が削減できた。

降灰付着により農作物が出荷できないことがなくなり安定出荷につながった。

降灰による農作物の品質低下がなくなり，安定生産・単収向上につながった。

組合員所得が平均 10%向上した。 
組合員相互の共同作業・情報交換により技術向上につながった。

初期投資が軽減でき，新規就農者の確保につながっている。

【茶農家の声】

確実な除灰ができ荒茶の返品がなくなった。

返品がなくなったことで経営安定につながった。

効率よく茶葉を洗浄できるようになったので規模拡大ができるようになった。

荒茶の品質が安定し，所得維持につながった。

【飼料作物事業者の声】

効率よく飼料作物の収穫調製作業ができるようになり，被害面積が減少した。

良質な飼料が確保できるようになった。

2-2-2 農林水産業における自治体の被害対策

農業，茶業，花き業においては，収穫までの期間が短いため火山灰の影響が出やすい。また，

人間の食事や飲料として摂取するため，火山灰の混入が限りなくゼロになるように自治体も補助

を出しているケースが多い。一般的には前述の活動火山特別措置法に基づき，農業ではビニール

ハウスを設置する場合がほとんどである。しかし，小規模な農家ではビニールハウスを設置する

数千万の費用を捻出することが困難であるため，農業法人のような大規模な農家が活用するケー

スが多い。

畜産業では，牛を育てその飼料となる牧草も生産する農家が，本来の降灰に対する防災営農事

業の対象となる。事業内容は，飼料作物収穫調整用等機械の導入であり，これにより降灰時にも

迅速に刈り取りを行い，降灰の影響を小さくできる。飼料用米の生産は米政策であり，生産量も

鹿児島県では多くないため本事業の主要な対象とならない。

茶業では鹿児島県は静岡県に継ぎ生産量が第 2 位であるため生産農家も多く，歴史も長いため

大規模な会社も多く，洗浄機器の機械の購入で補助を国 50%，鹿児島県 15%（鹿児島市は激甚地

 



 

区であるため 25%），各市町村 15%の割合で行っている。果樹栽培に関しては，H24 年に桜島小

ミカンやみかん農家にハウスを建てる事業として補助を行った。林業においては，火山灰の影響

での補助を行ったことはなく，台風での被害に対して，倒木を撤去する費用の補助を H29 年に行

ったことがある程度である。

 水産業では，軽石除去に対する対策として，補助金を出している実績がある。鹿児島県内では

鹿児島市漁協，東桜島漁協が県の補助金をもらい軽石除去の対策を行っている。打ち上げ軽石を

回収，土嚢袋に入れて廃棄する費用に対して補助を行っている。（垂水市も同様に行っている）事

業規模としては，農業等の補助と比較しても非常に小さく，鹿児島市漁協 11.5 万円，東桜島漁協

16 万円である。このうち鹿児島県が負担するのは半額である。 

３．建物設備への影響 

現代社会において産業を担うのは重厚長大型の工場だけではない。AI や IoT 等の技術革新が進

む中で，データセンターの建物や電子部品・半導体の製造工場では高い空気清浄性が必要とされ

る。また火山の大規模噴火が発生したときには，病院や行政庁舎が災害対応に重要な施設となる

が，室内の清浄性確保や非常用発電機の降灰対策を万全にする必要がある。ここでは，以上の観

点から，大規模噴火災害時の降灰の影響を建物設備の空調機能にしぼって調べることにする。 

 電力業界では，降下火山灰の原子力発電所や流通設備に対する影響を検討し(例えば土志田，

2010），気象条件の影響を考慮した降下火山灰の輸送過程を最新のシミュレーションモデルで解析

したところ，富士山宝永噴火相当条件に対して従来の想定よりはるかに大きい地面周辺での降灰

濃度が算出された(服部ら，2016）。また，宝永噴火規模の噴火が生じた場合，東京湾岸の LNG火

力発電所の吸気フィルターが従来の予想を超えて数時間程度で目詰まりし，発電できなくなる懸

念が報じられた(東洋経済，2017）。こうした動きは原子力発電にも波及し，2017 年には原子力規

制委員会が「降下火砕物の影響評価に関する検討チーム」を組織し，発電所敷地における火山灰

濃度評価や施設への影響評価を再検討することになった。検討チームは，対象となる火山灰参考

濃度に対する非常用交流動力電源設備の機能維持を要求した。具体的対応として非常用発電装置

の前に設置するフィルターの目詰まりが生じた場合に，迅速に交換を行える装置や体制が求めら

れた。 

 こうした火山灰が建物の空気取り入れ口からの侵入することを防ぐフィルターの性能開発の研

究もいくつか行われている。門ら(2014)は，フィルターに必要な要素として，性能に直結する火

山灰の捕集効率，空調用電力消費に関連する圧力損失，維持経費に関連する寿命の三点を挙げ，

数種類のフィルターに含水率の異なる火山灰の捕集効率について調べたところ，含水率とともに

捕集効率が増加することなどを見いだした。久保ら(2018)は，2016年 10月の阿蘇中岳噴火にお

いて，病院等の建物屋上に設置された空調屋外機について，フィルターや機内のコンプレッサー・

モーター等の部品に対する火山灰による障害状況を調査した。

大規模火山噴火災害時には，建物にとどまる避難を行う際にも建物の空調機能は重要な役割を

持つ。火山灰を対象とした建設設備への影響については，現在文部科学省の次世代火山研究・人

材育成総合プロジェクトの中の「課題 D 火山災害対策技術の開発－サブテーマ３」において，



都市部における降灰リスクの評価を実施中である。冷却塔に対する降灰影響評価実験，建設設備

の損傷度評価手法の開発などが議論されている。 

４．電力への影響 

大規模火山降灰がもたらす電力へ想定される影響について，中央防災会議広域降灰対策検討ワ

ーキンググループ(2018)は，碍子の絶縁低下や送配電線の切断などの送配電網への影響，タービ

ンの摩耗・吸気フィルターの機能低下・太陽光パネルへの堆積など発電所への影響，分電盤等の

設備または電源ケーブルの影響を検討の対象に取り上げている。しかし，検討のほとんどは定性

的なものである。本稿では定量的な検討が進んでいる碍子の汚染による絶縁低下の影響と，太陽

光発電への出力低下の影響について，最近の研究をまとめた。

4-1 碍子の汚染による絶縁低下の影響

火山灰が送電機器の一つである碍子に付着し，雨洗効果が期待できないような小雨による湿潤

が重なると，碍子からの漏れ電流が増大し，クランクカバーの焼損や零相電圧の異常上昇による

遮断器作動等により事故停電が発生する。桜島では火山活動が活発であった 1984～1985 年に，

最大で局所的に 6.7kg/m2/day に達する降灰があり，停電事故をはじめとする多数の配電線路事故

が多発した。最近では，阿蘇山の 2016 年噴火でも一時 27，000 戸の停電が発生した。川畑ら(1995)
は，4 種類の供試碍子について，取り付け角度や汚損に用いる火山灰の種類を変えたときの漏れ

電流の特性を検討した。実験の結果から，耐張碍子の取り付け角を上向きにした場合，碍子内側

のひだ部分にたまった水が乾燥しにくくなるために漏れ電流が増加すること，漏れ電流の大きさ

は火山灰の比伝導度に比例すること，ただし比伝導度が 250μS/cm以下であれば汚損状況によら

ず漏れ電流は増大しないこと，暴露耐張碍子ではその表面の凹凸により火山灰が付着しやすく漏

れ電流の変動幅が大きくなること，中実ピン碍子では火山降灰があっても漏れ電流はほとんど増

大しないこと，などを見いだしている。

4-2 太陽光発電への影響

鹿児島県は日照量に恵まれた地域であり，県内の太陽光発電量は再生可能エネルギー導入量の

84%を占め，10KW 以上の導入量では九州管内では福岡県に次いで 2 番目に多い。しかし，桜島

や霧島連峰からの火山降灰による太陽電池モジュールの出力低下が日常的なレベルで問題となっ

ている。そこで降灰環境下での発電量の定量的評価や降灰対策技術の研究が最近も活発に行われ

ている。

川畑・平山のグループ(2016，2017，2018）は，太陽電池モジュールを用いた降灰模擬実験を

実施し，単位面積あたりの降灰量が同じでも，火山灰の粒径が細かくなると光入射量の低下率が

増加し，出力の低下が大きくなること，モジュール水平設置の場合には粒径 100 ミクロン以下の

火山灰に対して降灰量が 60g/m2程度で出力が半減すること，表面に防汚コートを施すと設置角度

40～60°で効果が顕著となり，粒径が小さい粒子に対して火山灰堆積抑制効果が大きいことなどを

見いだした。



宇野ら(2016，2018)は，霧島市で実施した太陽電池モジュール屋外暴露試験データなどに基づ

き，降灰時の発電量低下率を評価し，定式化を行っている。その結果，火山灰堆積量と発電量低

下率に明瞭な関係が見いだされ，降灰量が 4g/m2以下と少量な場合は降灰量と発電量低下率の関

係を示す曲線の傾きは小さいが，6g/m2～60g/m2では感度が高くなり，60g/m2以上となると降灰

量による日射量の遮蔽効果が飽和状態となるため傾きは再び小さくなること結果を示した。

楠原ら(2018)や枦ら(2019)は，太陽電池パネル表面の降灰量を自動計測し，グローバル IoT ネ

ットワークシステムを用いることにより，降灰情報を即時に伝達し，ロードスィーパーの出動や

農作物場に付着する火山灰を散水機などで速やかに除去することに活用できるシステムの開発を

行っている。

５.上下水道への影響

5-1 上水道

火山灰の影響を検討する上で我々の生活に直結して影響が懸念されるのが，水質への影響であ

る。大規模噴火やその他災害に対する備蓄食料は，多くが備蓄しやすいように小さく加工された

り，乾燥させることで運搬をしやすく改良されている。それらを乾燥状態から食べやすくするた

めに必要なのが水であり，一般的には 1 日に 3.0L の水の摂取が必要とされている。県民全員分の

確保となると膨大な量の水が必要になる。そのため，鹿児島市水道局では大規模噴火を含むあら

ゆる災害に対して，発生から迅速に対応できるよう対策を講じている。

水道水として利用する上水は基本的に川から得るケースと，地下水から得るケースがある。川

から取り込まれた水は，沈砂池で大きなごみや砂を取り除く，その後薬物を使い，濁りの原因を

固めてろ過，消毒して上水として各配水池に送られる。現状，火山灰もこのような工程を経て除

去されるため，通常の噴火では問題なく使用することが可能である。ただし，ろ過池に降灰があ

ると完全に除去できないため，鹿児島市では覆蓋施設の整備を進めている。

鹿児島市では，大規模噴火を含む災害時に飲料水をスムーズに届けるため，水道施設や公共

施設等を応急給水拠点として 92 か所設置している。多くは公立の小中学校であるため，災害時に

徒歩で向かい給水することが可能である。大規模噴火で軽石や火山弾・火山礫が継続して降下す

ることは考えづらいため，激しい噴火が収束した段階で給水施設から給水することで必要な水分

は確保可能である。ただし，大規模噴火時に即座に給水施設に行くことが困難な場合も懸念され

ることから，常に自宅に災害時の備蓄をしておくことも重要である。

 上水に関しては，ライフラインとしての重要性も十分考慮して，九州九都市災害時相互応援に

関する協定（北九州市・福岡市・佐賀市・長崎市・熊本市・大分市・宮崎市・鹿児島市・那覇市），

中核市災害時相互応援に関する協定，鹿児島県及び県内市町村間の災害時相互応援協定，災害時

における応急復旧に関する協定などの協定に基づき，被災地の支援体制を整えている。また，桜

島が大規模噴火した際にも，大規模地震を伴うことがなければ通常の給水は可能であると想定さ

れる。ただし，大正噴火時には連続する地震が観測されていることから，古い給水管は徐々に破

損が生じて，部分的に漏水が発生する可能性は有りうる。その際に，同時に交通網が遮断された

場合，給水車の出動ができない可能性も有る。様々なケースに対応できるように対策は取ってい



るが，交通網の整備がその後の迅速な対応に繋がることも考え，鹿児島県，鹿児島市との連携を

取る必要がある。

5-2 下水道

下水に関しては鹿児島県では分流方式を採用している。汚水（生活排水）と雨水を別の管で排

除する方式であり，雨水は汚水管を通ることができない。そのため，大規模噴火時に側溝に火山

灰が混入しても生活排水には大きな影響を与えることはない。一般的な汚水は沈砂池に流れるこ

とにより，砂やごみを取り除いた後，バクテリアの力で汚水を分解して，最終沈殿池で汚泥とき

れいな水に分離され，塩素消毒後川や海へ放流される。側溝を通った雨水は，火山灰等が入り込

んだ場合でも，通水能力を阻害しない限り，平常時のように直接川や海に放出される。鹿児島県

においては，年１回程度のドカ灰程度であれば，想定した範囲で雨水排水を行えるようにしてい

るが，大規模噴火時には側溝に大量の降下火砕物が流入し，閉塞する状況も考えられる。通常噴

火により火山灰が道路表面を覆うような場合，ロードスイーパー車が出動し，表面の火山灰を除

去することが可能であるが，大きな軽石や火山礫が道路表面に散乱しているような場合は，ロー

ドスイーパー車が出動できないケースも想定される。このような場合，各家庭で降下火砕物を集

積し，できる限り側溝に流入する降下火砕物を減らす努力が必要になる。また，ブルトーザ等の

建設機械を使ってスピーディーに道路上の降下火砕物を除去し，交通網を整備した後に，ロード

スイーパー車が出動し，復旧することは可能であると想定している。2013 年 8 月の爆発的噴火の

際にも鹿児島市の下水処理への影響は全くなかったと報告されている。

６．港湾への影響 

桜島の対岸に位置する鹿児島港の港湾区域は，南北約 20km におよび，桜島への航路や種子島，

屋久島，奄美等の離島航路が発着している。内航の乗客乗降人員数は 2015 年度時点で全国 2 位の

港湾となっている。国土交通省九州地方整備局(2017)は，大正噴火級の噴火を想定した港湾事業継

続計画(港湾 BCP）について調査を行っている。試算結果では，大正噴火時の火砕物噴出量，噴煙

柱高度などの諸元を与えたとき，北向き風のケースで，桜島北部海域を中心に 1.8 億トン，南向

き風のケースで桜島の南西域の海域を中心に 1.4 億トンの降下軽石量の計算結果が報告された。 

図-4 鹿児島市浄水場位置図 図-5 鹿児島市浄水施設 



アメリカ地質調査所（USGS)は，火山噴火の降下火砕物による船舶航行への影響として，視程の

阻害，海面に浮遊する火山灰や軽石による冷却水の取り入れ口の目詰まりとそれに伴うエンジン

のオーバーヒート，火山灰や破砕物による船体・機械部の摩耗などを挙げている。2008 年のチリ

Chaiten 火山噴火では，海面を浮遊する軽石群が筏状になり，船舶機械部を水冷するための海水取

り入れ口を閉塞させ，オーバーヒートを生じさせたとの報告もある。前出の国交省報告書では，わ

が国の船舶では冷却水吸入口と海水面の位置関係から，軽石群による閉塞の危険性は少ないとし

ている。むしろ大量の軽石による船舶航行の阻害を最も問題視し，避難誘導支援，支援物資輸送，

広域後方支援を行うために，航路啓開をどのように行えばよいかを中心に考察している。軽石は，

空隙部への海水の浸透が進めば，数か月から数年かけて沈降し海底に堆積する。降下火砕物の埋

没は航路水深の確保に影響を与える。さらには，マグマの滞留，噴火による放出によって海陸を

問わず隆起・沈降が生じるので，火山周辺では防波堤高や水深が変化し船舶が接岸できない可能

性も考えられる。

７．空港への影響 

 火山礫・火山灰は，航空機の航行にエンジン障害，機体損傷，機体内部の電子機器軒脳障害な

どを引き起こす。滑走路への降下火砕物の堆積も大きな障害要因となる。2010 年 4 月のアイスラ

ンドの火山噴火では，西ヨーロッパ全土に拡散した火山灰により，ヨーロッパ約 30 カ国の空港が

一時閉鎖し，航空機 10 万便が欠航し，航空業界の損失は 1，900～3，100 億円に達したとされる。

2018 年の台風 21 号で関西空港が空港連絡橋の損壊により孤立状態に陥ったこと，胆振東部地

震で北海道全土の停電の中で新千歳空港も機能停止したことを受けて，国土交通省航空局(2019)
は，「全国主要空港における大規模自然災害対策に関する検討委員会」を設置し，空港の統括的災

害マネジメントを検討した。そこでは，空港の本来の機能に加え，災害時に空港利用者が一定期

間，安全・安心に滞在できる物資の備蓄受け入れ体制の構築が必要とし，空港の都市機能に基づ

いた事業継続計画「A2(Advanced/Airport)-BCP」を各空港において策定すべきとしている。 
鹿児島空港における A2-BCP は，想定する自然災害として南海トラフの巨大地震等とともに，

桜島および霧島山の噴火による火山災害を想定していることが特色である。想定される被害状況

は，滑走路・誘導路・エプロン等の空港基本施設，無線施設等に最大 40cm の降灰が堆積，降灰

により高速道・一般道の通行止めの発生，旅客・送迎者・空港従業員および周辺住民など空港内

で夜間を過ごす滞留者が 5000 人発生，などとしている。 
鹿児島空港は，桜島の北 25km，霧島山新燃岳の南西 20km に位置するが，噴火時に欠航事例

がいくつか発生している。最近では，2015 年 8 月 18 日桜島の活動がレベル４に達したときは，

火口から半径 6.5km の外側に迂回指示を出した。また，2018 年 3 月の新燃岳噴火では 78 便が欠

航した。鹿児島空港事務所では，火山爆発時には，噴煙柱高さの情報と風向きなどの気象情報を

福岡地方気象台から入手しており，同時に，気象庁から発行される航空機の運航に関わる悪天情

報 SIGMET（significant meteorological information)を常時モニターしている。SIGMET が対

象とする悪天現象としては，火山噴火とともに雷雲，熱帯低気圧（台風），並を超える強さの乱

気流および着氷を加えた 5 つであり，英文で通知される。施設管理者として，滑走路，誘導路，

エプロンなどの施設に対して，降灰した火山灰の除去などの対策を実施している。滑走路はブロ

 



アー，エプロンなどはスィーパーで対応し，除灰に水は使用しない。鹿児島空港の運用は降灰量

の厚さに対して対応を規定している。それぞれの降灰厚さに対して除灰などの具体的な対応や航

空機の運用を定めている。一方，航空各社は独立に火山噴火の際の運航規定を持っており，火山

灰濃度のモニターも行っていると見られる。大気中火山灰濃度の高い航路を通過したときのジェ 

ットエンジンの点検は，航空各社やエンジンメーカーが基準を持っている。

８ まとめ 

本ワーキンググループの活動は，現時点ではほぼ 1 年の調査を行った段階であり，その対象と

して，農・畜・林・水産業及び茶業の第 1 次産業と，電力・上下水道・港湾・空港のインフラス

トラクチャーに建物設備を加えた２つの分野について議論した。火山噴火の規模としては，最終

的には甚大な被害を及ぼす大正噴火級の VEI4 以上を想定し，それに対する防災対策や復旧・復

興策を議論すべきであるが，現状では年 1 回程度の「ドカ灰」の被害に対する考察にとどまって

いる。しかし，人口 60 万都市の鹿児島市と周辺地域は，現在，直接的な降灰被害を受けているわ

が国唯一の大きな人口を持つ地域と考えられ，噴火規模を大きくすることで大規模噴火時の災害

推定が可能であり，不十分とはいえ一つの段階の研究成果を提示したと考えている。

桜島大正噴火では，桜島島民ならびに降灰により甚大な被害を被った現・垂水市等の大隅住民

の中で，鹿児島県が指定した種子島等の指定移住地に移住した者 6245 人，移住希望者が任意に

移住先を決める任意移住者を含めれば，移住者は総計約 2 万人になったとされる（桜島大正噴火

100 周年記念誌,2014）。この大災害に対して国ならびに県は，災害地復興・復旧に非常に努力し

たようで，天地返し・降灰除去・石灰散布などに対する多額の耕地復旧工事費が国庫補助された。

大正噴火から 1 ヶ月後には島民に帰還命令が発令され，徐々に帰還が始まったが，それでも帰還

前の元人口（21,267 人)に対して帰還できたのは 9,188 人で約 43％に過ぎなかった。 
 現在の農業は，農業法人等の形で大規模化し，野菜・果樹等の栽培も降灰を遮る建物やハウス

内で行うことが多い。自然災害の被害を受けた場合の融資として日本政策金融公庫「農林漁業セ

ーフティネット資金」，JA「農業災害対策資金」などの体制がある。また高額の農業機械の損害

は保険でカバーできるような仕組みが整っている。以上のように，仮に現在，大正噴火級の大噴

火が発生した場合には，大正時代とは被災の規模や復興・復旧の状況が異なるのかも知れない。

しかし，農業をはじめ第 1 次産業は，大地に根ざした産業であるため困難も予想され，大規模噴

火が起こった場合の営農の継続性が確保されるのかは今後の検討課題である。

本調査を行うにあたり，門久義 鹿児島大学名誉教授，川畑秋馬 同 理工学研究科教授，楠

原良人 地域環境エネルギー研究所代表理事，松江昭彦 （株）ユニパック代表取締役から，そ

れぞれの専門分野から貴重なご助言を頂きました。また，国土交通省九州地方整備局鹿児島港湾・

空港整備事務所，鹿児島空港事務所，鹿児島県，鹿児島市，垂水市，日置市，志布志市の関係部

局の方々から，資料提供やヒアリング調査実施にご協力を頂きました。さらに農・畜産・製茶業・

水産業・林業に実際に従事されている方々からもご協力を頂きました。ここに謝意を表する次第

です。
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